
令和５年度福岡市物価⾼騰緊急⽀援給付⾦

１．⽀給対象者
令和５年１２⽉１⽇現在、福岡市に住⺠登録がある世帯の世帯主

３．⽀給要件
【共通要件】
●世帯の中に、住⺠税課税となる所得があるのに未申告である者がいないこと
●住⺠税が課されている親族等から扶養される者のみからなる世帯でないこと
●他の市区町村で同制度による給付⾦を受給した⼜は受給する予定のある世帯でないこと

【個別要件】

２．⽀給額

４．提出期限・提出先
【提出期限】令和６年４⽉３０⽇（⽕）

（消印有効）
※令和５年１２⽉２⽇以降に⽣まれたこども（新⽣児）を扶養している世帯への「こども加算」分のみ、
提出期限は令和６年８⽉３１⽇（⼟）（消印有効）となります。

【提出先】福岡市物価⾼騰緊急⽀援給付⾦事務処理センター
〒８１０−００４１ 福岡市中央区⼤名１丁⽬４−１ ＮＤビル２階

物価⾼騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が⼤きい低所得世帯に対して、給付⾦を⽀給します。

住⺠税⾮課税世帯
１世帯当たり７万円

住⺠税均等割のみ課税世帯
１世帯当たり１０万円

低所得者の⼦育て世帯への加算（こども加算） 児童１⼈当たり５万円

住⺠税⾮課税世帯
世帯全員の令和５年度住⺠税均等割が
⾮課税であること

住⺠税均等割のみ課税世帯
世帯全員が令和５年度住⺠税所得割を課され
ておらず、世帯のうち少なくとも⼀⼈が住⺠
税均等割のみ課税されていること

低所得者の⼦育て世帯への加算（こども加算）世帯
「住⺠税⾮課税世帯」または「住⺠税均等割のみ課税世帯」の世帯主で、
１８歳以下の児童（平成１７年４⽉２⽇⽣まれ以降の児童）を扶養していること
※１８歳以下の児童が世帯主の場合は対象⼈数に含まない

福岡市が書類を受理した⽇から、３週間程度で⽀給
できる予定です。
※書類の受理が集中している時期は、⽀給が遅くなることがあります

区役所や市役所の窓⼝での提出はできません

福岡市物価⾼騰緊急⽀援給付⾦の詳しい情報は、市のホームページをご覧ください。
福岡市 物価⾼騰緊急⽀援給付⾦ 検索裏⾯もご確認ください



５．⼿続き⽅法

●確認書または申請書を記載する前に、以下を確認してください。
□ 世帯の中に、租税条約による免除の届出によって住⺠税均等割⼜は所得割が課されていない⽅がいる場合は、⽀給対象と
なりません。

□ 世帯主または世帯員が、税の修正申告等を⾏うことにより⽀給要件を満たさなくなった場合は、⽀給対象となりません。
□ 書類の内容に誤りがあった場合は、給付⾦の返還を求めることがあります。また、意図的に虚偽の記載をした場合は、
不正受給として詐欺罪に問われる可能性があります。

●確認書または申請書に、必要事項を漏れなく記⼊してください。
□ 記載する際は、必ず記⼊例を確認してください。
□ 原則、⼝座振込により⽀給しますが、⾦融機関で⼝座を作れない等、どうしても⼝座による受け取りができない⽅は、
下記コールセンターへお問い合わせください。（⼝座振込以外の⽀給⽅法の場合、⽀給の時期が遅くなります）

●確認書または申請書を提出する前に、以下を確認の上、郵送にて提出してください。
□ 必要事項を漏れなく記⼊した。
□ 必要書類を漏れなく同封した。
※ 書類の記載内容や必要書類に不備があった場合、書類の修正や追加提出を求めることがあります。
また、確認に時間がかかり、⽀給が遅くなることがあります。

対象者には原則「⽀給案内通知書」または「⽀給要件確認書」を発送します。詳細は各書類を確認してください。
●「⽀給案内通知書」が届いた世帯
・原則、⼿続きは不要です。「⽀給案内通知書」に記載の「⽀給予定⽇」に、「振込予定⼝座」へ振り込みます。

●「⽀給要件確認書」が届いた世帯
・「⽀給要件確認書」に必要事項を記載し、必要書類を同封の上、郵送にて提出してください。
※住⺠税均等割のみ課税世帯の⽅はスマートフォンから⼿続きすることも可能です。（詳細は「⽀給要件確認書」を確認してください）

●⽀給要件を満たしているにもかかわらず、申請書による⼿続きが必要な場合がある世帯
【住⺠税⾮課税世帯・住⺠税均等割のみ課税世帯（共通）】
・令和５年１⽉２⽇以降に福岡市に転⼊した⼈がいる世帯
・税の修正申告等により⽀給要件を満たすようになった世帯

【低所得者の⼦育て世帯への加算（こども加算）世帯】
・令和５年１２⽉２⽇以降に⽣まれたこども（新⽣児）を扶養している世帯
・寮に⼊っている等の理由で別世帯となっている１８歳以下の児童を扶養している世帯


